
バイオ炭の農地施用①
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（株）ファームノートデーリィプラットフォーム（令和４年9月登録）

家畜排せつ物（固体分）の処理方法を「貯留」から「強制発酵」に変更するこ
とで、メタン排出量を削減
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乳用牛にアミノ酸バランス改善飼料を給餌することにより、排せつ物管理からの一酸化
二窒素排出量を抑制

（株）味の素（令和５年３月登録）

家畜排せつ物管理方法の変更
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（一社）日本クルベジ協会（令和４年1月登録） （株）TOWING（令和５年6月登録）
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プログラム型プログラム型

「通常型」：１つの工場・事業所等における削減活動を1つのプロジェクトとして登録する形態  ・「プログラム型」：複数の削減活動を取りまとめ、一括でクレジットを創出する形態プログラム型通常型

通常型プログラム型

味の素株式会社プレスリリースより引用、一部加工

バイオ炭の農地施用②

大気中のCO2由来の炭素を分解されにくいバイオ炭として農地に貯留

農業分野の方法論に基づくＪ－クレジットの取組事例（1/2）
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水稲栽培における中干し期間の延長

会員
(農業生産者・団体)

プログラム型運営
・管理者

クレジット
購入者

販売益の還元 モニタリング
データ等

クレジット

販売代金

中干しの期間を従来より１週間延
長することで、水を張った状態で
活発に働くメタン生成菌の働きを
抑え、メタン発生量を削減。

営農支援アプリ「アグリノート」

水管理システム
WATARAS
（ワタラス）

営農支援システム
KSAS（クボタスマートアグリシステム）

ｃ ：複数の削減活動を取りまとめ、一括でクレジットを創出する形態プログラム型

 利用されるシステム・アプリ（例）

事業者名 登録申請 事業者の概要 取組の特徴

クボタ 大地のいぶき 2023年５月 株式会社クボタが管理人を務め
る団体

「クボタ 大地のいぶき」が運営・管理を実施し、営農支援システム「KSAS」や、ほ場水管理システ
ム「WATARAS」を導入している生産者のほか、全国の担い手農家、農業法人等の営農組織が参加。

Green Carbon株式会社 2023年５月 2019年12月に設立された環境
コンサルタント

農家の申請の簡易化からクレジット販売までを実施するサービス「Agreen」にて管理。農家や連携企
業等が参画する「稲作コンソーシアム」にて取りまとめ、環境に配慮したお米としてのブランディン
グ・販売にも取り組む。

三菱商事株式会社 2023年５月 食品産業をはじめとして幅広い
産業を事業領域とする総合商社

ウォーターセル株式会社の営農支援アプリ「アグリノート」等を利用する農業者等を取りまとめ、
Ｊークレジットの創出に加えて、プロジェクトを通じて生産された米の流通にも取り組む。

株式会社フェイガー 2023年７月 2022年7月に設立された環境
コンサルタント

農林中央金庫を始めJAグループとの連携により、農家が参加しやすいプロジェクトを目指す。参加者
はJAや農業法人協会等を通じて働きかけをした農業者等。

一般社団法人Co 2023年10月 2023年5月に設立された一橋
大学発スタートアップ

SNSを活用して、営農支援システム「KSAS」を導入している者を含む、地域のキーパーソンとなる環
境負荷低減に関心の高い若手農業者等にアプローチして取組を展開。

NTTコミュニケーションズ
株式会社 2023年10月 長距離・国際通信事業を担う通

信事業者
連携するヤンマーマルシェ株式会社が契約する農業者や、NTT Com提供のITセンサー
「MIHARAS®」等を利用する農業者が参加。「MIHARAS®」の水位データはNTT Comが提供するア
プリに自動的に連携して申請を簡素化する。

クレアトゥラ株式会社 2023年10月 2022年に設立されたCO2削減
ソリューションプロバイダー

規模や地域を問わず、自治体や地域JAとの連携や個別に働きかけをした農業者等を対象に取組を展開。
カーボンクレジットの供給・取引実績のあるクレアトゥラ株式会社が、個々の取組の最終的な収益化
までをサポート。

農業分野の方法論に基づくＪ－クレジットの取組事例（2/2）

農業向けITセンサー
MIHARAS®

（ミハラス）

プログラム型

（※）上記のプロジェクトは、全てプログラム型。
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〇 「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて、将来を担う若い世代の環境に配慮した取組を促すため、農業大学校や農
業高校を含む大学生や高校生等の個人・グループが「みどりの食料システム戦略」に基づいた活動を実践する機会として、
「みどり戦略学生チャレンジ（全国版）」を開催。

みどり戦略学生チャレンジ（全国版）の開催

＜概要＞
全国9ブロックで学生によるみどりの食料システム戦略に基づく取組を募集し、特に優
れたものは全国大会に進出。最優秀の取組には農林水産大臣賞を授与。

＜参加部門＞
「高校の部」「大学・専門学校の部」
※農業に関係する教育機関に限らず広く一般に募集

＜募集内容＞
みどりの食料システム戦略に基づいた取組（調達、生産、加工・流通、消費に係る取
組）を対象

＜募集期間＞
参加宣言：令和６年５月31日まで
取組実施：令和６年１月から10月まで
取組報告：令和６年10月

＜応募方法＞
取組成果をポスター形式で提出
全国大会出場者は発表動画を追加提出

令和５年度には、関東農政局で先行実施し、千葉県立農業大学校 病害虫専攻教室（物
理的防除及び生物的防除資材を利用した環境保全型農業の実践）がグランプリを受賞。

実施概要

BUZZ MAFFにて周知用動画を作成！

↓以下のQR
コードから読
み取り、是非
ご覧ください。
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環境負荷低減のクロスコンプライアンス

各種支援に当たり、
環境負荷低減の最低限の取組を要件化
（＝クロスコンプライアンス）

機械導入

〇 農林水産省の全ての補助事業等に対して、最低限行うべき環境負荷低減の取組の実践を義務化する「クロスコンプライアンス」を導入。
〇 補助金等の交付を受けるためには、みどりの食料システム法の基本方針に示された「農林漁業に由来する環境負荷に総合的に配慮す

るための基本的な取組」について、① 取り組む内容を事業申請時にチェックシートで提出すること、② 実際に取り組んだ内容を事業実施
後に報告することを義務化し、令和9年度の本格実施を目標に、令和6年度から試行実施。

施設整備 食料自給率の向上

＜農林水産省の全ての補助事業等＞
１．クロスコンプライアンスの内容 みどり法基本方針（令和4年9月15日 農林水産省告示）に位置付けられた、基本的な７つ

の取組について、最低限取り組む内容を、各事業の内容に合わせてチェックシート等に整理。
適正な施肥

適正な防除

エネルギーの節減

悪臭・害虫の発生防止

廃棄物の発生抑制、循環利用・
適正処分

生物多様性への悪影響の防止

環境関係法令の遵守等

２．対象者、実施方法

・肥料の使用状況の記録・保存
・作物の生育や土壌養分に応じた施肥 等

・農薬の使用状況の記録・保存
・農薬ラベルの確認・遵守、農薬の飛散防止 等

・電気・燃料の使用状況の記録・保存 等

・家畜排せつ物の適正な管理 等

・プラスチック製廃棄物の削減や適正処理 等

・病害虫の発生状況に応じた防除の実施 等

・営農時に必要な法令の遵守
・農作業安全に配慮した作業環境の改善 等

（１）対象者
・ 農林水産省が実施する全ての補助事業、物品・役務（委託事業を含む）の調達の実施主体または受益者
（農林漁業者・食品関連事業者、民間事業者・自治体）。

（２）実施方法
・ 補助事業においては、要綱・要領等にチェックシートの提出を要件化。物品・役務（委託事業を含む）の調達や
公共事業においては、仕様書にチェックシートと同等の取組を要件化。

・ 対象者は、①取り組む内容を事業申請時にチェックシートで提出するとともに、②実際に取り組んだ内容を事業実施後にチェックシート等で
報告。また、事業実施後に国や自治体等が取組状況を確認することにより実効性を確保。

① 令和6年度：事業申請時のチェックシート提出に限定して試行実施。
② 令和7年度：事業実施後の取組状況の報告及び完了検査時等に実施する実施確認を順次導入。
③ 令和9年度：全ての事業において、事業申請時・報告時、事業完了時の実施確認の全てのプロセスを含めて、本格実施。

３．スケジュール

環境負荷低減の
クロスコンプライアンス

トップページ

27




